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公共建築物施設群別マネジメントの方向性及び学校給食のあり方について（答申） 

   平成 27 年５月 29日付け 27静総行第 705 号をもって諮問のありました「公共建築物施設 

群別マネジメントの方向性及び学校給食のあり方」について本審議会として慎重に審議し、 

意見をとりまとめましたので、答申します。 





本答申は、市が現在取り組んでいるアセットマネジメントのより一層の推進と、施設の 

老朽化対策、食育推進などの観点から課題を抱える学校給食提供方法の見直しを迫られる中、

「公共建築物施設群別マネジメントの方向性及び学校給食のあり方」について、５月 29 日に

市長より諮問を受け、市当局より公共建築物や学校給食の現状や課題、今後の見通しなどを

踏まえた施策案の説明を受け、審議会委員の認識の共有化を図り、延べ７回の審議を重ね、

審議会の総意としてまとめたものです。 

我が国の人口及び年齢構成は大きく変化しており、本市においても今後、生産年齢人口の

減少により市税等の減収が予測される一方、老年人口の増加に伴い、社会保障費が年々増加

することが見込まれるなど、厳しい財政状況が続く見通しとなっています。 

このような中、多くの公共建築物が近い将来、一斉に建替更新時期を迎えることから、 

公共施設の適正再配置や施設規模等の早急な見直しが必要となっています。 

このため、本市のアセットマネジメントについては、平成 26 年４月に「静岡市アセット 

マネジメント基本方針」が策定され、また、本審議会としても、行財政改革の重要な柱であ

るとの認識から、第３次行革大綱（案）の答申（平成 26 年 11 月）において、９つの改革の

方向のひとつとして位置づけたところであります。 

また、学校給食については、給食センターへのＰＦＩ導入、旧清水市域の小学校を一部 

センター化するなど、これまでも見直し、改善が図られてきましたが、旧清水市域の小学校

の給食施設の老朽化や、中学校の校外調理方式による冷たいおかずの提供などの課題を有し

ており、今後、より一層充実した学校給食を提供することが求められています。 

これらを踏まえ、本審議会では、「公共建築物施設群別マネジメントの方向性」については、

公共施設の現状や利用実態、民間参入の状況等を踏まえ、施設が果たす地域振興にも留意し

て審議するとともに、「学校給食のあり方」については、アセットマネジメント、安全性、 

食育の３つの視点から、活発な議論と検討を行い、本答申をまとめました。 

今後は、本答申に基づき、アセットマネジメント個別施設計画を早期に策定し、計画を実

現するとともに、安心・安全で親しみのある学校給食の提供に繋がるよう、全市一体となっ

て取り組まれることを強く望むところであります。 

平成 27 年 12 月 

静岡市行財政改革推進審議会 

会 長  曽 根 正 弘 

はじめに 
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【第１章】公共建築物施設群別マネジメントの方向性
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マネジメントの方向性 
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１．アセットマネジメントの現状 

（１）公共施設を取り巻く環境と課題 

①背景 

我が国における公共施設は、1960 年代から 80 年代の高度経済成長期に、そして本市におい

ては、1970 年代から 90 年代を中心に、道路や上下水道などの「インフラ資産」、教育施設や

市営住宅などの「公共建築物」を集中的に整備してきた。 

 今後、これらの公共施設の老朽化が進み、大規模な改修や建替・更新の時期を迎える施設

が急激に増加することで、多額の維持管理更新費用が必要になると見込まれている。 

 一方、日本の人口は 2008 年（H20 年）、本市はそれに大きく先立って 1990 年（H２年）をピ

ークに、減少に転じており、年齢構成についても、生産年齢人口が減少する一方、老年人口

が増加することで、今後、ますます厳しい財政状況が続くと予想されている。 

 これらに対応するため、国では、「インフラ老朽化対策の推進に関する関係省庁会議」を設

置し、『インフラ長寿命化基本計画』を策定・公表するとともに、総務省は、全国の自治体に

対し、「公共施設等総合管理計画」の策定を要請した。 

②静岡市の取組 

本市では、以前から公共施設の長寿命化などに個別に取り組んできたところであるが、市

としての基本的な考え方や方針は示されていなかった。 

このため、平成 26 年４月にアセットマネジメントを専門に担当する公共資産経営課を設置

するとともに、本市のアセットマネジメントの指針となる「静岡市アセットマネジメント基

本方針」を国からの要請に先立って策定した。 

 また、平成 27 年度からスタートした、「第３次総合計画」、「第３次行革推進大綱・同前期

実施計画」において、重要な柱として位置づけることにより、強力な推進体制を整えた。 

現在、この方針や計画に基づき、公共建築物施設群別のマネジメントの方向性を策定中で

あり、今後、この方向性をもとに、各施設の個別施設計画を策定していくことで、より具体

的で実行性ある取組を推進する段階となっている。 

平成 24 年度  保有資産（公共建築物）の総量及び将来更新費用総額試算 

平成 25 年度 「静岡市アセットマネジメント基本方針（素案）」策定 

平成 26 年度  公共資産経営課設置 

〃    「静岡市アセットマネジメント基本方針」策定 

〃    「公共建築物施設群別マネジメント方針」策定 

平成 27 年度 「第３次総合計画」、「第３次行革大綱・同前期実施計画」にアセットマネジメントの取組 

を登載 

  〃    各施設群別マネジメントの方向性を策定中 

【第１章】公共建築物施設群別マネジメントの方向性 
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③人口減少にかかる課題

静岡市の人口は、平成２年（1990 年）の約７４万人をピークに減少に転じており、平成 

５２年（2040 年）には約５６万人にまで減少することが予想されています。 

 また、人口構成については、年少人口（15歳未満）、生産年齢人口（15歳～64歳）が大

幅に減少する一方、老年人口（65 歳以上）は増加するなど、少子高齢化が更に進行する

ことが見込まれています。 

推計値 

出典：総務省統計局「国勢調査」 

国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（Ｈ２５．３推計）」 
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静岡市決算統計資料を一部加工 

静岡市決算統計資料を一部加工 

④財政面での課題 

  ○歳入 

○歳出 

平成 17年度以降、「市税」及び「その他自主財源」を合わせた歳入は、安定して推移している

ものの、今後、人口減少や少子高齢化の進行に伴い、市税等の自主財源の減少などが懸念

されます。 

平成 21年度に第１次総合計画が終了したため、投資的経費（道路・学校等の建設事業費）

が減少し、平成 22年度以降は、５００億円前後で推移しています。一方、扶助費（生活保護

費・自立支援給付費等）は政令市移行後の平成17年度に３０３億円であったものが、平成26

年度には５４４億円にまで増加しています。 
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⑤保有財産の老朽化による一斉更新時代の到来 

本市の公共建築物は、人口の増加に伴い、昭和４０年代から平成初期にかけて数多く建設さ

れてきたため、現在保有する公共建築物は老朽化が進行し、建築当時からの平均経過年数

は約３０年となっています。今後、老朽化が更に進行することで、公共建築物は一斉に建替更

新時期を迎えることになります。 

現在の公共建築物を同様に継続した場合の維持更新費を試算したところ、今後３０年間に要

する年間の維持管理更新費は、３０９億円でした。過去４年間の平均維持管理更新費の実績

平均額（１１７億円）と比較すると、年間約１９２億円が不足するものと考えられます。 

（㎡） 

出典：静岡市企画局「静岡市アセットマネジメント基本方針（Ｈ２６．４）」 

出典：静岡市企画局「静岡市アセットマネジメント基本方針（Ｈ２６．４）」 
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（２）公共建築物の保有状況 

①分類別面積割合

②年度別整備床面積 

公共建築物には様々な種類

がありますが、これを類型別

に分けてみると、学校などの

教育施設が全体の約 40％

を占め、次いで市営住宅等

が約 20％を占めています。 

昭和４０年代から５０年代にかけて主に教育

施設が整備されてきました。 

築年別の延床面積割合では、建築後すでに

３０年以上経過したものが全体の５５％を占

めています。 

（㎡） 

出典：静岡市企画局「静岡市アセットマネジメント基本方針（Ｈ２６．４）」 

出典：静岡市企画局「静岡市アセットマネジメント基本方針（Ｈ２６．４）」 
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公共施設のあり方や必要性について、市民ニーズや政策適合性、費用対効果などの面から総

合的に評価を行い、適正な施設保有量を実現します。 

今後も活用していく公共施設については、定期的な点検・診断を実施し、計画的な維持修繕

を徹底し、長寿命化を推進することにより、長期にわたる安心・安全なサービスの提供に努める

とともに、財政負担の軽減と平準化を図ります。 

民間企業等の持つノウハウや資金を積極的に導入するなど、施設の整備や管理における官民

の役割分担の適正化を図り、財政負担の軽減とサービス水準の向上を図ります。 

（３）アセットマネジメント基本方針 

①総資産量の適正化 

 ・平成５５年度までに総延べ床面積を２０％減（Ｈ２３年度末比） 

②長寿命化の推進 

③民間活力の導入 
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（４）アセットマネジメント推進の流れ 

①アセットマネジメント基本方針の策定 

②施設群別マネジメント方針の策定（行革審における審議対象） 

③個別施設カルテ・個別施設評価・個別施設計画の策定と計画の実行 
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（５）アセットマネジメントの方向性の区分 

 アセットマネジメントの方向性は、次の４つの区分（「継続」「複合化」「統廃合」「民営化」） 

に整理しています。 

※マネジメントの方向性：現時点（H27 年 12 月）を起点とし、今後、更に進めていく際の方向性（考え方）

を示しています。

区 分 考 え 方 イメージ（一例） 

継 続 

社会的なセーフティネットなど公共の果たす役割りが今後

も継続的にあり、民間が進出しにくいマーケット分野で、ハコ

モノを拠点に公共サービスを提供していくことが必要である

と考えられる施設群を「継続」と表しています。 

なお、継続するにあたっては、単純な施設の現状維持ではな

く、施設の長寿命化、縮小、施設の有効活用による収益の増大

や維持管理費の削減を前提とします。

複合化 

市民ニーズとしての需要があり、今後も公共サービス提供の

必要性が認められ、さらなる公共サービスの向上を目指すた

め、他の機能を持つ公共施設と併合し、複数の機能を持つハコ

モノとして整備することで、ひとつの施設を多機能化し、活用

していく施設群を「複合化」と表しています。 

統廃合 

複合化と同様、公共サービス提供の必要性は認められるもの

の、施設の老朽化や経済性の観点から、同種・同類の施設と統

合させ、ひとつの施設（ハコモノ）にまとめることにより、延

べ床面積を縮減し、維持費の削減を図っていく施設群を「統廃

合」と表しています。 

また、市民ニーズの変化や民間企業等の進出により、公共サ

ービス提供の観点から機能や役割を終えたと考えられる施設

の廃止も含みます。

民営化 

民間事業者の参入が期待できる場合や、既に民間事業者が運

営している状況があることなどを踏まえ、今後、民営化を進め

るべき施設群について「民営化」と表しています。 

なお、ここでは、度合いの異なる「民営化」を広く指してお

り、①施設運営の主要業務の民間委託化、②指定管理者制度の

導入、③ＰＰＰ／ＰＦＩ(※1)手法等による施設の整備・運営、

④施設設置・運営の民間移行（民設民営）を「民営化」として

います。

・行政の直営 → 主要業務の委託化 

・主要業務の委託化 → 指定管理 

・指定管理 → 民設民営

※１ PPP（ﾊﾟﾌﾞﾘｯｸ・ﾌﾟﾗｲﾍﾞｰﾄ・ﾊﾟｰﾄﾅｰｼｯﾌﾟ：公民連携）とは、公民が連携して公共サービスの提供を行うことであり、PPP

には、PFI、指定管理者制度、包括的民間委託、自治体業務のアウトソーシング等も含まれます。 

PFI（ﾌﾟﾟﾗｲﾍﾞｰﾄ・ﾌｧｲﾅﾝｽ・ｲﾆｼｱﾃｨﾌﾞ）とは、公共工事等の設計、建設、維持管理、運営などに、民間の資金とノウハウ

を活用し、公共サービスを効率的かつ効果的に提供することです。

同種・同類の施設 

（ＰＦＩ手法を含む） 

下
に
行
く
ほ
ど
民
営
化
が
進
む

民営化 

民営化 

民営化 
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（１）施設群別マネジメント全体の方向性 

①施設群別マネジメントの今後の方向性について（総括） 

  この度、審議対象とした１６群の施設群別マネジメントの方向性については、市当局案を概ね適

正であると判断したが、人口減少や少子高齢化を踏まえた人口動態や市民ニーズを常に把握・分析

するほか、施設の保有状況や利用実態、今後の課題などを市民に認識していただくよう、周知徹底

に努め、行政サービスの質を低下させないよう十分配慮した上で、アセットマネジメントに積極的

に取り組んでいただきたい。 

特に、「高齢者福祉施設」、「障害者福祉施設」等は、セーフティネットとしての機能強化が求めら

れるなど、今後、ますます施設の重要性が高まることが予想されるため、利用者への利便性を考慮

した上で、適正な施設配置とするよう努めるとともに、官民連携を図ることで、サービス内容を充

実させていただきたい。 

  また、中山間地域については、施設本来の目的のほか、地域振興の役割も担っていることから、

「複合化」、「統廃合」を進める際は、地域おこしや地域活性化等の実情を十分考慮した上で、慎重

に進めていただきたい。 

  一方、「産業振興施設」、「駐車場・駐輪場」、「レクリエーション施設」等、民間においても同様の

サービス提供をしている施設や、ビジネスベースで運営できる施設については、積極的に民間に売

却するなど、民間主導による運営形態（民設民営）に移行するとともに、効率的な維持管理に向け

て、施設の機能や設備についても見直していただきたい。 

  更に、民間活力の活用の観点から、指定管理者制度やＰＦＩを積極的に導入するなど、より一層

「民営化」を進めるほか、厳しい財政状況を考慮し、施設の維持管理経費の削減にも取り組んでい

ただきたい。 

  このほか、施設更新時期に合わせ、近隣施設や他施設などを「複合化」、「統廃合」することにな

るが、各施設所管課のみで対応することは難しいため、各施設建設年代別やエリア別等で総覧的に

整理するなど、部局横断的に対応し、効果的・効率的に進めていただきたい。 

今後は、以上の点に留意し、アセットマネジメント所管部署を中心に施設所管課が連携を図るな

ど、一体となって取り組むよう努めていただきたい。 

施設群一覧 

１ 高齢者福祉施設 ９ スポーツ施設 

２ 障害者福祉施設 10 レクリエーション施設 

３ 保健・医療施設 11 文化等施設 

４ 学校教育施設 12 図書館 

５ コミュニティ・生涯学習施設 13 駐車場・駐輪場 

６ 産業振興施設 14 防災・消防施設 

７ 市営住宅等 15 庁舎等業務施設 

８ 児童施設 16 その他施設 

２．施設群別マネジメントの方向性(案)について 
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（２）各施設群別マネジメントの方向性 

【施設群 1 高齢者福祉施設】 

市当局の利用用途分類のマネジメント案

１ 高齢者生活福祉センター【継続・複合化】 ４ 世代間交流センター【複合化・統廃合】

２ 養護老人ホーム【継続】 ５ 老人憩の家【複合化・統廃合】

３ 老人福祉センター【複合化・統廃合】 ６ その他高齢者福祉施設【民営化】

[１．マネジメントの方向性案について] 

「高齢者福祉施設」については、各利用用途分類とも、市当局が示すマネジメントの方向性案を

適正と認める。 

[２．今後の方向性について] 

【総 括】 

年少人口や生産年齢人口が減少する一方、老齢人口の割合は増え続けていくことが見込まれてお

り、今後、「高齢者福祉施設」が果たす役割はますます重要になると考えられ、セーフティネットと

しての機能強化が求められる。特に、中山間地域については、高齢者へのサービス提供だけでなく、

地域振興の役割を担っていることから、「統廃合」や「複合化」する際は、利便性を確保するほか、

サービス低下を招かないよう施設配置などに十分配慮いただきたい。一方、社会保障制度の大きな

変化により、高齢者へのサービス提供は、行政だけでなく民間参入が期待できる分野もあることか

ら、民間活力を活用するなど、積極的に民間移行を進めていただきたい。 

【各委員からの意見】 

（中山間地施設及び利用者への配慮） 

・特に中山間地に設置されている施設は民間参入の可能性が低いことから、継続的な行政サービス

に十分配慮するとともに、利用者が高齢者であることを鑑み、施設の「統廃合」、「複合化」を進め

る際は、施設へのアクセスや利便性についても考慮する必要がある。 

（利便性の向上と最適な再配置） 

・「複合化」する際は、施設単体での問題ではないことから、各々の近隣施設の特性を踏まえ、全体

として住民の利便性の向上のために、最も適正な手法を考えていただきたい。 

（民間活力の活用と民間移行の推進） 

 ・他都市では、公設民営で運営している事例もあることから、民間活力の活用の観点を踏まえ、運

営手法についても併せて検討いただくとともに、官民の役割分担を踏まえ、民間参入の可能性があ

る場合は、民間移行も積極的に推進していただきたい。 

・「高齢者生活福祉センター」の提供サービスについて、入所施設は行政が確保すべきセーフティネ

ットであるが、通所の部分は「民営化」も考えられるため、検討いただきたい。 

（既存施設の整理） 

・「高齢者福祉施設」のうち、類似するサービスを提供している施設もあるため「複合化」、「統廃合」

を進める際は、既存施設の機能についても整理していただきたい。
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【施設群２ 障害者福祉施設】 

市当局の利用用途分類のマネジメント案

１ 障害者自立支援・生活介護等施設【継続・民営化】 ３ 障害児相談・交流施設【継続・民営化】

２ 心身障害児支援施設【継続・民営化】 ４ 障害者歯科保健施設【継続】

[１．マネジメントの方向性案について]  

「障害者福祉施設」については、各利用用途分類とも、市当局が示すマネジメントの方向性案を

適正と認める。 

[２．今後の方向性について]  

【総 括】 

「障害者福祉施設」は、その設置目的や性質から社会全体で互助すべき性格のものであり、継続

的に必要なサービスを提供することは必要不可欠である。特に、マネジメントの方向性案として「民

営化」を提示しているが、むしろ供給不足が実態と考えられるため、「民営化」を進める際は、効率

性だけを求めるのではなく、地域や利用者の実情を十分把握した上で、慎重に進めていただきたい。 

更に収益性が低く、民間参入が期待できない場合は、行政サービスとして継続させるとともに、

民間との連携を図ることで障害者へのサービス内容と施設の情報提供も充実させていただきたい。 

【各委員からの意見】 

（障害者支援の推進）

・「障害者福祉施設」という性質を考慮し、今後、他分野の施設の統廃合等により資金に余剰が出る

ようであれば、資金的にも人材的にも投資していただきたい。 

・「障害者福祉施設」についてもアセットマネジメントを適用することになるが、社会全体として互

助すべき性格のものであり、効率化だけを前提に「民営化」を進めるべきではない。個別事情に応

じた需要（地域、当事者や支援家族の状況）と供給の実態や他地域の事例、具体的な民設民営施設

の事業状況を十分把握した上で、慎重に進めていただきたい。 

・障害者自立支援へのサポート等は民間経営の中では、収益性が低く運営に支障が生じる場合があ

り、行政のサポートが必須であると思われる。民間参入が期待できない分野については、継続事業

として、ますますの充実と民間との連携、情報提供等を図っていただきたい。 

（民間活力の活用）

・施設運営については、指定管理者が、その機能を十分発揮できるよう、市の関与を必要最小限に

し、指定管理者の自由度を高めるよう検討するべきである。 

（職員の職場環境整備）

・大きな改革は容易ではないが、献身的に働く施設職員諸氏がより働きやすい職場環境を整備して

いただきたい。
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【施設群３ 保健・医療施設】 

市当局の利用用途分類のマネジメント案

１ 保健福祉センター【継続・複合化・統廃合】 ３ 診療所【継続・複合化・民営化】

２ 急病センター【継続】 ４ その他保健・医療施設【継続】

[１．マネジメントの方向性案について]

「保健・医療施設」については、各利用用途分類とも、市当局が示すマネジメントの方向性案を

適正と認める。 

[２．今後の方向性について]  

【総 括】 

市民の生命・健康の安全を確保するため、「保健・医療施設」が担う役割は大きい。特に、長寿社

会が進むにつれ、市民に対し、安心で安全な医療サービスを継続的に提供するために、引き続き行

政の果たすべき責任は大きいと言える。しかし、医療施設については、その多くが民間で運営して

いる現状もあることから、今後は行政の役割を十分認識しつつも、民間との協働・連携という仕組

みを構築するとともに、民営化できるものについては、積極的に進めていただきたい。 

また、マネジメントの方向性案において「保健福祉センター」の「統廃合」、山間地における「診

療所」の「民営化」が示されているが、具現化できるのか疑問が残るため、サービス低下を招かな

いよう十分に配慮されたい。 

【各委員からの意見】 

（利用者への配慮） 

・保健福祉センターや医療施設については、「統廃合」、「複合化」を進めていただきたいが、その際

は、利用者に不便が生じないよう、アクセスや利便性に十分配慮していただきたい。 

（民間との連携） 

・「保健・医療施設」において、民間参入が期待できる分野は、積極的に「民営化」を進めていただ

きたい。 

・マネジメントの方向性案について診療所（山間地における医療サービスの提供）の「民営化」や、

「保健福祉センター」の「統廃合」が示されているが、具現化できるのか疑問が残る。「民営化」を

進める際は、民間との連携を図り、サービス低下を招かないよう慎重に進めていただきたい。 

（施設の活用・情報発信への取組） 

・健康長寿社会が進むにつれ、市民に対し、「保健・医療施設」の活用を進めることや、施設の充実、

情報発信は行政の責務であるため、積極的に取り組んでいただきたい。 
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【施設群４ 学校教育施設】 

市当局の利用用途分類のマネジメント案

１ 小学校【継続・複合化・統廃合】 ４ 給食センター【継続・民営化】

２ 中学校【継続・複合化・統廃合】 ５ 青少年育成施設【統廃合】

３ 高等学校【継続・複合化】 ６ その他教育関連施設【継続・複合化】 

[１．マネジメントの方向性案について] 

「学校教育施設」については、各利用用途分類とも、市当局が示すマネジメントの方向性案を適

正と認める。 

[２．今後の方向性について] 

【総 括】 

 人口減少や少子化が進む中、「学校教育施設」のアセットマネジメントは非常に重要な取組といえ

る。特に、現在、検討されている小中一環教育の必要性と学校施設の「統廃合」は、密接に関係す

るため、今後、アセットマネジメントを進める際は、施設の再配置だけでなく、学校教育の更なる

充実を念頭に、地元や保護者の意見などを十分考慮した上で、慎重に進めていただきたい。 

 また、旧静岡市域では、給食センター化を進めてきた経緯があるが、児童・生徒が減少傾向であ

ることを踏まえ、経済性・効率性を重視し、既存施設の有効活用と適正配置、適正規模とするよう

施設の再整備計画を構築するほか、経営効率の観点から、今後は、更にＰＦＩの導入を推進するな

ど、積極的に民間活力を活用するよう取り組んでいただきたい。 

 このほか、自然の家や野外センターなどは、合併により施設数が増える一方、利用率の低い施設

も見受けられる。積極的に「統廃合」を進めることで、利用率の向上と維持管理コストの削減に取

り組んでいただきたい。 

 なお、小・中学校については、現在設置されている「市小中一貫教育の在り方協議会」において、

今後の方向性が検討されるため、当審議会における意見も参考に慎重に進めていただきたい。 

【各委員からの意見】 

（小中一環教育との連携・学校教育の更なる充実） 

 ・小中一貫教育を視野に入れ、学校教育を更に充実させるとともに、地元や保護者の意見を踏まえ

た上で、「統廃合」を進めていただきたい。 

 ・学校教育とは、施設の数や配置だけの問題ではないため、教育の質の向上、教師の育成・支援な

ども含め、学校教育全体をより充実させるよう取り組んでいただきたい。 

（人口減少・少子化を踏まえた施設整備） 

 ・少子化の進行を踏まえ、給食センターを再整備する際は、既存施設の有効活用と適正配置、適正

規模とするよう取り組むほか、更にＰＦＩ導入を推進するなど民間活力を活用していただきたい。 

  また、自然の家などについても、「統廃合」を進め、適正配置・適正規模とし、経済性・効率性 

 を高めていただきたい。 

（その他） 

 ・「特別支援センター」は、支援員の配置が最も重要である。教員の多忙化が問題視される中、生徒

の支援に対し、とりこぼしがないよう適切に取り組んでいただきたい。  
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【施設群５ コミュニティ・生涯学習施設】 

市当局の利用用途分類のマネジメント案

１ 生涯学習施設【継続・複合化・統廃合】 ２ 市民活動・男女共同参画施設【複合化・統廃合】

[１．マネジメントの方向性案について]

「コミュニティ・生涯学習施設」については、市民サービスの公平性、男女共同参画推進の観点

から「市民活動・男女共同参画施設」の方向性案に「継続」を加えていただきたい。 

また、「生涯学習施設」は、民間企業とサービス内容が類似する事業もあるため、方向性案に「民

営化」を加えていただきたい。 

[２．今後の方向性について]  

【総 括】 

  「コミュニティ・生涯学習施設」は、市民の自発的な学習活動やＮＰＯ等の市民活動、女性をと

りまく諸問題を解決するため、各種講座や相談・支援サービス等を提供しており、その目的や性質

を考慮し、行政が主体となり運営している。サービス提供の内容によっては、民間のカルチャーセ

ンターなどと類似する部分もあることから、将来的には「民営化」の可能性も含め、段階的に検討

していただきたい。一方、女性を取り巻く環境が充実しているとは考えにくく、そのような中、「女

性会館」が旧静岡市域のみに設置されているため、公平性や利便性の観点から、各施設の「統廃合」、

「複合化」を進める際は、市全体のバランスを考慮した施設の再配置を検討いただきたい。

【各委員からの意見】 

（民営化の検討）

・「生涯学習施設」については、提供するサービスの内容が民間のカルチャーセンター等と似ている

部分があるので、将来的には「民営化」の可能性も含め、検討いただきたい。 

（男女共同参画の推進）

・女性を取り巻く環境は決してよくなっているわけではない。そのような中、「女性会館」が旧静岡

市域のみ設置されており、旧清水市域（旧由比町・旧蒲原町含む。）に住む女性は非常に利用しにく

い。また、公平性という観点から、旧清水市域にも同様の機能を持った施設も必要であると考えら

れるため、今後は、旧清水市域にある既存の施設に女性会館の機能を持たせることも検討いただき

たい。 

・他都市では、合理化という名目のもと「女性会館」を廃止した事例があるが、現在では、男女共

同参画の理解が進み、女性の防災などについて、行政も積極的に支援し、共同事業を行うなど、施

設の必要性が改めて見直されていることから、アセットマネジメントを進める際は、他都市の失敗

事例も十分考慮いただきたい。 

（統廃合の検討・実態把握と分析） 

・「はーとぴあ清水」に「ボランティア・市民活動センター清水」があり、「市民活動センター」と

業務内容が重複していると考えられるため、「はーとぴあ清水」との統合も検討いただきたい。 

・「市民活動センターは、行政、営利組織では対応できない領域を担う」とあるが、現実は必ずしも

そうではないため、実態をより正確に把握した上で、進めていただきたい。 
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【施設群６ 産業振興施設】 

市当局の利用用途分類のマネジメント案

１ 中小企業支援施設【統廃合・民営化】 ３ 都市山村交流センター【継続・複合化】

２ 勤労者福祉センター【統廃合・民営化】 ４ その他産業振興施設【複合化・統廃合・民営化】

[１．マネジメントの方向性案について] 

 「産業振興施設」については、各利用用途分類とも、市当局が示すマネジメントの方向性案を適

正と認める。 

[２．今後の方向性について]

【総 括】 

  「産業振興施設」は中小企業・起業者等への支援、地域産業の振興に資する各種支援サービスの

提供、都市住民と中山間地域住民の交流の場の提供等を行っているが、施設の目的や性質、利用実

態を考慮し、サービスの提供、施設存続の必要性を検証した上で、積極的に「統廃合」、「複合化」

を進めていただきたい。特に、ビジネスベースで運営できる場合は、できる限り民間企業に移行す

るとともに、施設の継続が既得権益になっている場合などは、積極的に見直す必要がある。 

また、施設の認知度に大きな差があり、多くの方に広く利用されるよう、ＰＲ手法を再検討する

とともに、設置当初の目的が達成されない場合は、民間の感覚や経験等を活用するなど、目的の実

現に向け、積極的に取り組んでいただきたい。 

【各委員からの意見】 

（民間活力の活用） 

・ビジネスベースで運営できる場合は、できる限り民間に移行するべきである。中山間地域の施設

はビジネスベースに乗らないことも多く、支援が必要だが、既得権益として継続しているものは見

直す必要がある。 

・施設の有効活用、目的実現のため、民間の感覚や経験を活用し改善する必要がある。採算性を問

わず、多額の経費を投入するだけは改善されないため、プロデューサーなどを民間から招聘するほ

か、ＮＰＯの活用なども検討いただきたい。 

・施設の認知度に大きな差があり、広く利用してもらうよう認知度を高めることが必要である。「安

倍ごころ」などは、利活用の方法を深めれば面白い施設であるため、民間の感覚・手法を採り入れ、

是非、認知度を高めるよう、取り組んでいただきたい。 

（施設の継続性の検討） 

・サービスの提供や施設のあり方を再検討することが重要であり、施設の有効活用の視点と、そも

そも施設が必要あるのかという、両方の視点を併せ持つ必要がある。 
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【施設群７ 市営住宅等】 

市当局の利用用途分類のマネジメント案

１ 市営住宅【継続・統廃合・民営化】 ３ 寄宿舎【継続・統廃合・民営化】

２ 職員住宅【継続・民営化】

[１．マネジメントの方向性案について] 

 「市営住宅」については、各利用用途分類とも、市当局が示すマネジメントの方向性案を適正と

認める。 

[２．今後の方向性について] 

【総 括】 

  「市営住宅」は、アセットマネジメント基本方針における対象施設のうち約 20％（総面積）を占

めているほか、同様のサービスを提供する「県営住宅」や、民間企業のアパートも存在している。 

これらを踏まえ、入居者のセーフティネットを確保しつつも、積極的に民間物件を活用すること

で、「民営化」、「統廃合」を進めていただきたい。 

  中山間地域にある「寄宿舎」は中山間地の活性化の側面もあるため、優遇策等も含め検討いただ

きたいが、現在、寄宿者の利用者がいないことや、今後も利用者が数人程度で推移することが見込

まれるため、必要規模の一軒家を借上げるなど、施設の必要性とコストパフォーマンス、見守りの

観点から、最適な手法を取り入れていただきたい。 

【各委員からの意見】 

（職員住宅の必要性） 

・峰山小学校教の職員住宅は、他の中山間地域に比べ、地理的条件が更に厳しいことがあげられる

ため、将来的に見ても「民営化」は難しいと考えられる。効率性は悪いかもしれないが、「継続」な

ども視野に入れ検討いただきたい。 

（中山間地振興と効率性） 

・山間部にある寄宿舎等は中山間地の活性化という役割も担っている。コストパフォーマンスの問

題もあるが、優遇策等も含め、検討いただきたい。 

・寄宿舎が定員 40 名に対し、現在の利用者数は０人である。将来的にも数人程度で推移する予測

であるならば、数人が生活できる規模の一軒家を借りた方が効率的なため、検討いただきたい。 

・「寄宿舎」には、未成年者の見守り等の観点から単なるアパートでの対応は難しいと考えられ、「民

営化」の方向性について疑問を感じるため、慎重に検討いただきたい。 
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【施設群８ 児童施設】 

市当局の利用用途分類のマネジメント案

１ こども園(旧保育所）【継続・統廃合・民営化】 ４ 子育て支援センター【継続・複合化・統廃合】

２ こども園(旧幼稚園)【継続・統廃合・民営化】 ５ 児童館【継続・複合化・統廃合】

３ 児童クラブ【継続・複合化・統廃合】  

[１．マネジメントの方向性案について] 

「児童施設」については、各利用用途分類とも、市当局が示すマネジメントの方向性案を適正と

認める。 

[２．今後の方向性について] 

【総 括】 

「児童施設」は、小学校就学前の教育・保育の一体的な提供、昼間仕事等で保護者が家にいない

家庭の小学生の預かり、親子の交流を深める場の提供などを行っているが、待機児童問題を抱える

現代において、働く母親等のサポート体制を構築する意味でも、行政・民間が連携し、これらの課

題を早急に解決することが望まれる。特に、こども園については、老朽化が進行し多額の維持管理

経費を要するため、待機児童解消を最優先事項としつつ、地域の教育・保育の需給状況や民間施設

の整備状況を踏まえた上で、積極的に「統廃合」、「民営化」を進めていただきたい。

この際、保育教諭と利用者の意識などの違いよる子どもへの影響も懸念されることから、施設の

問題だけでなく、質の高いサービス提供についても併せて検討いただきたい。 

 また、既存の「児童クラブ」「児童館」の運営についても、利用できる範囲を拡大し、利便性を向

上させるほか、民間で手本となる運営方法を取り入れる等、効果的な運営手法についても積極的に

検討いただきたい。 

【各委員からの意見】 

（統廃合・民営化の推進） 

・こども園については、待機児童解消を最優先とし、民間の整備状況を踏まえた上で、「統廃合」、

「民営化」を進めていただきたい。特に清水区は、施設数が多いので早急に検討を行い、取組を進

めていただきたい。 

・待機児童問題を抱える中でこども園については合理的、適正と思われるが、保育教諭と利用者（保

護者）の意識や捉え方の違いで子ども達に影響がないか気になるところである。また、少子化が進

む中、より質の高いサービスが求められているため、「統廃合」、「民営化」を進める際は、サービス

向上にも取り組んでいただきたい。 

（施設サービスの充実） 

・働く母親を少しでもサポートできる体制づくりを構築するなど、公的児童施設を充実するととも

に、児童クラブについては、小学校高学年まで利用できるよう施設整備を検討するべきである。 

・児童館においては利用者数の減少をどう捉えるかで「統廃合」、「複合化」の方向性が決まるため、

目的とターゲットを明確にし、より良い施設運営を望む。また、市内に開設した民営の児童施設は

有料だが、子育ての母親たちの間でかなり話題になっているため、施設運営のヒントを得るなど、

サービス向上に努めていただきたい。
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【施設群９ スポーツ施設】 

市当局の利用用途分類のマネジメント案

１ スポーツ施設【継続・統廃合・民営化】

[１．マネジメントの方向性案について] 

「スポーツ施設」については、他施設との機能統合も可能であると考えられるため、マネジメン

トの方向性案に「複合化」を加えていただきたい。 

[２．今後の方向性について] 

【総 括】 

  「スポーツ施設」は、市民のスポーツ、レクリエーションの振興、スポーツ教室の企画・運営等

を推進するため、幅広い分野の各種目に対応するための施設として、サービス提供を行っているが、

その性質によっては、民間でも同様のサービス提供を行っているものも見受けられる。今後は、民

間施設との役割分担を明確にするとともに、民間サービスと重複するものについては、「統廃合」、

「民営化」を進めていただきたい。 

  また、マネジメントの方向性案に「複合化」が示されていないが、他施設との機能統合が可能で

あるならば、「複合化」も進めていただきたい。 

  その際、施設更新時期に合わせ、「複合化」することになるが、各施設所管課で対応することは、

現実的に難しいため、各施設建設年代別やエリア別等で総覧的に整理するなど、施設の状況を十分

把握した上で、進めていただきたい。 

 【各委員からの意見】 

（官民の役割分担） 

・施設によっては、民間においても同様の施設があるため、官と民の役割分担が必要である。 

（複合化の検討） 

・マネジメントの方向性案に「複合化」が示されていないが、他施設との機能統合が可能であるな

らば、「複合化」を進めていただきたい。 

・「複合化」の際は、施設更新時期に合わせ、近接施設や他施設と統合することになるが、各施設所

管課で対応していては、いつまでも実現することは難しいと考えられるため、建設年代別やエリア

別等で総覧的に整理するなど、効率的・効果的に進めていただきたい。 
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【施設群１０ レクリエーション施設】 

市当局の利用用途分類のマネジメント案

１ 観光施設【継続・統廃合】 ２ キャンプ場【統廃合・民営化】

[１．マネジメントの方向性案について] 

「レクリエーション施設」については、民間参入が期待できることから、「観光施設」の方向性案に

「民営化」を加えていただきたい。 

[２．今後の方向性について]

【総 括】 

 「レクリエーション施設」には、市民の健全な余暇利用や福祉の増進の場の提供などを目的とす

る「山小屋」、「温泉」、「キャンプ場」などがあるが、民間参入が期待でき、商業ベースで運営が可

能と思われる施設もあるため、民間への施設譲渡も含め、積極的に「民営化」を進めていただきた

い。この際、観光客誘致は市の役割、施設運営は民間で行うなど、「官民の役割分担」を踏まえた運

営手法を再検討していただきたい。 

また、山間部の施設は、中山間地域の振興という役割も担っており、現在も地元の協議会で運営

している施設もあるため、今後も行政と地域住民が協力し、官民連携による施設運営を推進すると

ともに、賑わい創出にも努めていただきたい。 

【各委員からの意見】 

（民間移行の推進） 

・商業ベースで施設運営が可能な施設は、できる限り民間に移行するよう検討いただきたい。 

・観光施設こそ「民営化」を考えていただきたい。観光客を誘致するのは市の役割、施設は民間で

運営することも考えられる。現在、観光施設は民間事業所があり、ある程度受入態勢も構築されて

いるため、積極的に「民営化」を進めていただきたい。特に「ゆ･ら･ら」などについては、民間参

入も期待できるため、施設譲渡も含め、検討いただきたい。 

（中山間地域の振興） 

・今後、南アルプス方面の賑わいを創出していくという考えであるならば、それを念頭にできるだ

けサービスを充実するよう取り組んでいただきたい。また、無人の避難小屋などについても、利用

実態をできる限り把握するよう努めていただきたい。 

・中山間地域においては、地元で協議会を立ち上げ運営している現状もある。今後、中山間地域の

振興を考える際、地元団体と協力するなど、PPP も視野に入れた「民営化」を検討いただきたい。 

（環境への配慮） 

・鉄道開発などにより、南アルプス付近の自然環境破壊が懸念される。山小屋の運営も含め、自然

環境に影響がないよう配慮いただきたい。
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【施設群１１ 文化等施設】 

市当局の利用用途分類のマネジメント案

１ 劇場・ホール【継続】 ３ 文化財施設【継続】

２ 博物館・展示施設【継続・統廃合】 ４ 動物園【継続】

[１．マネジメントの方向性案について]

「文化等施設」については、今後も PFI の導入などを視野に入れ検討する必要があるため、「劇場・

ホール」、「博物館・展示施設」、「動物園」の方向性案に「民営化」を加えていただきたい。 

[２．今後の方向性について]

【総 括】 

 「文化等施設」は、市民自身の発表、芸術・文化財の鑑賞、展示動物の鑑賞、動物を通じた教育

の場などを提供しており、「継続」、「統廃合」をマネジメントの方向性案としているが、アセットマ

ネジメントを進める際は、PFI の導入なども視野に入れ検討するべきである。 

また、利用率がかなり低い施設も見受けられるため、今後は、市の方向性で示す、インバウンド

の拡大を含めた広域的観点から利用者数を増加させるとともに、教育的観点も踏まえ、部局横断的

な側面からも利用率の向上に取り組んでいただきたい。 

  なお、現在、清水文化会館は PFI で運営しており、今後も同手法を活用することが考えられるが、

民間ではコンソーシアム（共同事業体）を構築するほか、プレゼンテーション費用の負担などの面

で課題があり、今後、参入障壁となることも懸念される。 

今後は、「官民連携」を進める際は、行政・民間の双方にメリットが生じるような工夫も検討いた

だきたい。 

【各委員からの意見】 

（民間活力の活用） 

・文化施設等は他都市でも PFI で建設している事例も見られるため、将来、施設を「統廃合」、「継

続」するにしても、PFI の導入を一度視野に入れ検討するべきである。 

・PFI の調査で、VFM（ﾊﾞﾘｭｰﾌｫｰﾏﾈｰ）など行政のメリット等を検討するが、民間企業にとっては、

採用されない場合であっても、コンソーシアムを構築する準備が必要なほか、プレゼン費用作成の

ための労力及び費用が大きな負担になるなど非常に苦労している。PFI を進めていくことは賛成だが、

民間のことも考慮しながら、進める必要がある。 

・民間で運営する文化財施設もあるため、今後は、民間のノウハウや運営手法についても、採り入

れていくことも検討いただきたい。 

（施設の利用者数・利用率の向上） 

・「博物館」、「動物園」の方向性案にインバウンドの拡大とあるため、今後は、海外からの利用者を

増加させるよう取り組んでいただきたい。また、広域的観点から利用率向上を図るだけでなく、教

育的観点の目的を併せ持つ施設もあるため、部局横断的に連携し、利用率向上を図っていただきた

い。
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【施設群１２ 図書館】 

市当局の利用用途分類のマネジメント案

１ 図書館【継続・複合化】

[１．マネジメントの方向性案について] 

「図書館」については、市当局が示すマネジメントの方向性案を適正と認める。 

[２．今後の方向性について]

【総 括】 

  図書、記録その他必要な資料を収集・整理・保存するとともに、一般公衆の利用に供する場を提

供するため、「図書館」を運営しており、今後もより一層、市民の教養・調査・レクリエーション等

に役立つ図書館運営は重要であるため、特に「複合化」する際は、利用者への利便性や利用率の向

上が図られるよう配慮いただきたい。 

  また、現在も移動図書館を実施しているが、利用実態や必要性を十分調査した上で、各関係機関

と連携・協力し、内容を充実させることも検討いただきたい。 

更に、近年、情報通信技術が急速に発展したことで、電子書籍が普及している状況であるため、

利便性や費用対効果等を考慮した上で、新たな情報通信機器の採用についても検討いただきたい。 

このほか、他都市においては、図書館に指定管理者制度を導入し、民間企業とタイアップした新

しい運営形態を導入している事例も見受けられるため、研究事例の１つとしていただきたい。 

【各委員からの意見】 

（利用者数の増加・利用率の向上） 

・県立こども病院の図書室は非常に充実しているため、大規模なものでなくとも、市立病院の小児

科等への移動図書館等の実施を検討していただきたい。 

・御幸町図書館の立地や建物の特徴から中心市街地の活性化事業や民間企業（団体）等と連携し、

利用率の向上につなげていただきたい。また、中山間地域の市民が図書館に触れる機会が増えるよ

う努力していただきたい。 

（新たな運営方法の検討） 

・他都市では民間に図書館運営を任せた事例があるため、研究事例の１つとしていただきたい。 

・近年、電子書籍の普及に伴い、本を揃えるのではなく複数のディスプレイで読むことを可能にす

るという提供方法も考えられるため、検討いただきたい。 

・ＩＴは書籍検索には不可欠なので、利用を進めていただきたいが、子ども達はスマートフォンや

パソコンに集中しすぎる傾向があるため、ゆったりと読書できるよう環境整備をしていただきたい。 

・今後は、市民の利用実態をより把握するなど、マーケットリサーチを進めていただきたい。

24



【施設群１３ 駐車場・駐輪場】 

市当局の利用用途分類のマネジメント案

１ 駐車場・駐輪場  駐輪場【継続】、駐車場【統廃合・民営化】

[１．マネジメントの方向性案について] 

「駐車場・駐輪場」については、指定管理者制度等、民間活力の活用の観点から「駐輪場」の方

向性案に「民営化」を加えていただきたい。 

[２．今後の方向性について]

【総 括】 

道路交通の円滑化と市民の利便に寄与する場として、「駐車場・駐輪場」を運営しており、他都市

では「駐輪場」に指定管理者制度を導入する事例も多数見受けられるほか、「駐車場」については、

収益性が確保できることから、民間でも運営している状況である。 

このため、「駐輪場」については、より一層、指定管理者制度を導入するなど「民営化」を推進す

るとともに、「駐車場」については、積極的に売却することで、民間移行を進めていただきたい。 

  また、稼働率の低い「駐輪場・駐車場」については、適切な運営方法を含め、施設のあるべき形

態についても併せて検討いただきたい。 

  このほか、市内においても「駐輪場」は整備されているが、現在も放置自転車が多い状況である。

まちづくりの観点からも非常に大きな問題であるため、特に市街地における土地や空間を有効活用

するなど、円滑な道路交通を確保するよう努めていただきたい。 

【各委員からの意見】 

（民営化の推進） 

・他都市では「駐輪場」に指定管理者制度を導入している多くの事例もあるため、より一層、指定

管理者制度の導入を推進するとともに、収益性が確保できる「駐車場」は、民間でも運営主体とな

り得るため、積極的に売却を進め、「民営化」を進めるべきである。 

（運営手法の検討） 

 ・稼働率の低い駐車場・駐輪場は適切な運営方法を含め、あるべき形態について検討いただきたい。 

（更なる交通対策） 

・市内でも駐輪場は整備されているが、相変わらず放置自転車が多い。まちづくりの観点からも非

常に大きな問題であるため、土地や空間を有効活用するなど、円滑な道路交通を確保するよう努め

ていただきたい。 

・東京五輪などのイベントを控え、インバウンド企業が進出し、外国人も来静する可能性が増える

と予測されるが、駅周辺の放置自転車が未だに多い状況である。今後は、ハード（駐輪場の構造等

の検討）・ソフト（管理及び取締り）の両方の手段で検討し、駅周辺から放置自転車がなくなるよう

努力していただきたい。 

・放置自転車対策を進め、「自転車によるまちづくり」と矛盾しないよう、さらなる整備に力を入れ

ていただきたい。
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【施設群１４ 防災・消防施設】 

市当局の利用用途分類のマネジメント案

１ 防災・消防庁舎【継続・複合化】

[１．マネジメントの方向性案について] 

「防災・消防施設」については、市当局が示すマネジメントの方向性案を適正と認める。 

[２．今後の方向性について]

【総 括】 

  「消防施設」は、火災から市民の生命、身体及び財産を保護するほか、災害等による被害の軽減、 

 傷病等の救急患者の搬送等の役割を担っており、その目的や性質から、極めて重要な施設である。 

  このため、「継続」「複合化」する上では、市民の生命や安全を最優先することを念頭に、充実し

た施設整備と最適な施設運営を目指していただきたい。また、山間地においては、高齢化や人口減

少が進んでいるため、人口動態に合わせた施設規模が適正と考えられるが、自然災害や住民の高齢

化の比率なども考慮した上で、施設整備を進めていただきたい。 

  また。他都市においては、「消防施設」に「学童児童所」を併設している事例もあるため、移転建

替検討中の施設については、可能な限り「複合化」を検討し、維持管理コストの削減に努めていた

だきたい。 

【各委員からの意見】 

（最適な施設整備の推進） 

・市民の生命や安全に直結する施設であるため、「継続」、「複合化」をする際、更に充実した施設

を目指していただきたい。また、高齢化が進む山間地などは人口数に合わせた施設規模となるが、

自然災害や住民の高齢化の比率も考慮した上で、最適な施設整備と施設運営を進めていただきたい。 

（効率的な施設運営） 

・他都市では、「消防施設」に「学童児童所」を併設している事例もあるため、移転建替検討中の施

設については、早急に対応するなど、可能な限り「複合化」を検討していただくとともに、維持管

理コストの削減を推進していただきたい。 

（その他） 

・「消防施設」には、「救急車」の活動も含まれており、火災や災害だけが消防活動だけでなく、急

病人の搬送など、人命救助も重要な活動であるため、提供サービスの視点に加えた上で、施設整備

を検討いただきたい。 
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【施設群１５ 庁舎等業務施設】 

市当局の利用用途分類のマネジメント案

１ 本庁舎【継続・複合化】 ３ 書庫・倉庫【複合化・統廃合】

２ 支所・出先事務所【複合化・統廃合】

[１．マネジメントの方向性案について] 

「庁舎等業務施設」については、各利用用途分類とも、市当局が示すマネジメントの方向性案を

適正と認める。 

[２．今後の方向性について] 

【総 括】 

  各種相談業務等のサービス提供、災害時等の活動拠点のほか、職員の執務室等として、「庁舎等業

務施設」を保有しており、これまで、合併等により市域が広域となったことや、地域住民に対する

行政サービスの必要性から、設置目的やサービス内容を考慮し、各々整備されてきたが、維持管理

費や施設の老朽化に伴う修繕費に多額の経費を要しており、今後、増加することが見込まれている。 

このため、今後は必要な行政サービスの提供と、利便性等を確保した上で、できる限り施設を「統

廃合」「複合化」し、集約化するとともに、維持管理コストの削減に取り組んでいただきたい。 

  また、エレベーターやトイレなどの施設内設備については、安全性や機能性を高めるよう必要な

整備を進めるとともに、衛生上の観点から常に良好な状態とするよう努めていただきたい。 

【各委員からの意見】 

（維持管理コストの削減） 

・行政サービス及び利便性を確保した上で、「統廃合」「複合化」を進め、庁舎等の機能維持管理コ

ストの削減を推進していただきたい。 

（施設機能と利便性の向上） 

・静岡庁舎、清水庁舎等のエレベーター及びトイレ等の抜本的改修を行い、施設機能と利便性を向

上させる必要性がある。 
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【施設群１６ その他施設】 

市当局の利用用途分類のマネジメント案

１ 清掃･処理施設【継続・統廃合】 ４ 看護専門学校【継続・統廃合】

２ 斎場【継続】 ５ 児童相談所【継続】

３ 霊園【継続・民営化】 ６ その他【継続・統廃合】 

[１．マネジメントの方向性案について]

「その他施設」については、民間活力の活用、民間委託化の推進の観点から「清掃・処理施設」、

「斎場」の方向性案に「民営化」を加えていただきたい。 

[２．マネジメントの方向性案について] 

【総 括】 

市民生活を支える基盤施設として「清掃・処理施設」、「斎場」、「霊園」、「児童相談所」等を管理・

運営しており、施設の設置目的や性質から今後も施設の継続性は高いと思われる。 

しかし、「清掃・処理施設」や「斎場」等は、他都市においては、民間委託化している事例もある

ため、民間活力の観点や効率性、コスト面等からメリットがある場合は、積極的に導入するよう検

討いただきたい。 

また、「清掃・処理施設」は多額の維持管理経費が必要であるため、適正な施設数と施設規模とす

るよう見直すことで、維持管理経費の縮減に取り組んでいただきたい。 

 更に、施設によっては、設置当初の役割を果たしており、活用されていない施設も見受けられる

ため、早急に「統廃合」するよう進めていただきたい。 

【各委員からの意見】

（民間活力の活用） 

・「清掃・処理施設」については、現在、民間事業所もあるため、民間委託化を進めていただきたい。 

・「斎場」については、民間活力を活用した運営コストの縮減を図ることも考えられるため、民間委

託化についても、検討いただきたい。 

（維持管理経費の削減）

・「清掃・処理施設」は、多額の維持管理費を要するため、積極的に経費の縮減に取り組んでいただ

きたい。また、「斎場」については、施設の機能の見直しも併せて検討いただきたい。 

（施設の統廃合の検討） 

・「井川大日畜舎」及び「池田作業所」は当初の設置目的としては活用されていない施設であるため、

早急に「統廃合」するよう検討いただきたい。 

（その他） 

・「その他」に「公文書館」が含まれているが、歴史的公文書を保管する施設と考えられるため、「施

設群 15 庁舎等業務施設」に分類するよう検討いただきたい。
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【第２章】学校給食のあり方

【第２章】 

学校給食のあり方 
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１．学校給食の現状 

（１）学校給食の沿革 

◆ 旧静岡市

 昭和 22年 部分給食開始（一部小学校） 

 昭和 26年 全市立小学校完全給食実施 

 昭和 41年 小学校、中学校ともにセンター方式による整備を決定 

      （「小学校調理室の老朽化」、「中学校完全給食の早期実現」を解決するため）  

 昭和 45年 南部学校給食センター開設 → この後各センターを順次開設 

 昭和 48年 旧静岡市全校完全給食実施 

【配置の特徴】 

◆ 旧清水市

 昭和 22年 自校方式による給食開始（一部小学校） 

 平成  9年 庵原学校給食センター開設 

 平成 11年 市長から、清水市行政改革推進審議会に対し、「学校給食の運営管理のあり方に関する

こと」について諮問 

 平成 12年 清水市行政改革推進審議会が、「学校給食の運営管理のあり方について」市長に答申 

中学校で校外調理方式による給食が始まる 

【配置の特徴】 

 ◆ 旧由比町

昭和34年 由比中で牛乳・パンによる給食開始（以降順次小学校でも開始される） 

昭和 43年 由比町学校給食センター開設（H11年改築） 

由比中・由比小・由比北小で完全給食開始 

◆ 旧蒲原町

昭和23年 蒲原小学校で週３回のミルク給食を開始 

昭和 31年 蒲原西小、東小 順次完全給食実施 

昭和 49年 蒲原中学校で完全給食実施 

◆ 新静岡市（H15年～） 

 平成 18年 清水地区学校給食検討委員会から提言を受ける 

 平成 20年 老朽化が進んだ旧清水市の小学校２校（清水飯田東小・清水有度第二小）の給食提供

方式をセンター方式とする（中吉田学校給食センターから提供） 

 平成 22年 両河内学校給食センター開設 

  同年   西島学校給食センターをPFI 方式（本市初）で建替（旧南部学校給食センター） 

【第２章】学校給食のあり方 

市街地を取り囲むように 1 万食規模の大規模センターを、山間地に中小規模のセンターを

配置。小学校、中学校ともに原則センター方式。梅ケ島小・中学校のみ自校方式（親子方式） 

市街地の小学校は自校方式、中学校は校外調理方式。郊外にセンターを配置。 
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（２）学校給食提供の現状 

◆給食提供方式と提供数（Ｈ27年 5月 1日現在） 

① 学校給食センター 10施設（うち休止１） 96校  38,574食／日 

② 単独校調理場（親子方式含む） 22校   9,756食／日 

③ 校外調理委託  11校   3,442食／日 

 ◆提供方式別給食・調理風景 

 （センター方式） 

 （自校方式） 

（校外調理方式） 

※親子方式・・・調理場を持つ自校方式の学校が、調理場を持たない学校の給食調理も行い

提供する方式 
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◆提供方式別学校数内訳（H27年 5月現在） 

葵区・駿河区 
清水区 

（由比・蒲原除く） 

清水区 

（由比・蒲原） 計 

小学校 中学校 小学校 中学校 小学校 中学校 

共同調理場方式 

[センター方式] 
55 校 26 校 9 校 3 校 2 校 1 校 96 校 

単独校調理場方式 

[自校方式]

（親子方式含む） 

(1 校） (1 校) 17 校  2 校 1 校 22 校 

校外調理委託方式 

[校外調理方式]
   11 校   11 校 

計 56 校 27 校 26 校 14 校 4 校 2 校 129 校 

＊３つの方式は、市町合併の名残り 

 ・旧静岡市 センター方式＋親子方式 ・旧清水市 自校方式＋校外調理方式 

 ・旧蒲原町 自校方式        ・旧由比町 センター方式 

（配置図） 
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№ 単独調理校名 № センター名

昭和41年  8月 1 蒲原西小
昭和45年  6月 2 清水駒越小
昭和46年  1月 3 清水興津小
昭和48年  6月　 1 東部センター
昭和49年  1月 4 蒲原東小
昭和49年  1月 5 蒲原中
昭和49年  3月 6 清水不二見小
昭和50年10月 7 清水高部小
昭和52年  4月 8 清水船越小
昭和52年11月 9 清水入江小
昭和53年12月 10 清水小
昭和55年  1月 11 清水江尻小
昭和56年  2月 12 清水有度第一小
昭和57年  3月 13 清水高部東小
昭和58年12月 14 清水岡小
昭和60年  2月 15 清水三保第一小
昭和60年10月 16 【親子】梅ケ島給食室

昭和61年12月 17 清水飯田小
平成01年  3月 18 清水浜田小
平成02年  3月 19 清水袖師小
平成04年  3月 20 清水三保第二小
平成06年12月 21 清水辻小

自校方式 センター方式

築

三
〇

年

経
過

築

二
〇

年

経

（３）学校給食の課題（清水区内の自校方式・校外調理方式） 

◆清水区内の自校方式の課題 

①建物及び調理設備の経年劣化

 （給食施設の建設時期） 

（問題点） 

・耐震施設ではない 

・壁のはがれ、配管のさび等による異物混入のおそれがある 

・網戸のすきま、躯体のひび等による害虫侵入のおそれがある 

・施設及び備品の修繕費用が年々増加する 

・機器の自動化が図れず、マンパワーに頼っている 

・調理可能な献立に制約がある 

清水区内の小学校調理場 20

施設すべてが 20年以上経過

し、うち 15施設が 30年以上経

過しているため、様々な問題が

生じている。 
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② 衛生管理基準への対応 

（問題点） 

・ドライシステム化されていない 

・汚染作業区域、非汚染作業区域等の区分が明確でない 

・空調設備がなく適切な温度管理がむずかしい 

・アレルギー対応がむずかしい 

◆校外調理方式の課題 

① 給食への不満 

・食品の衛生管理上、おかずを冷ましてから運搬・提供しているが、おかずが冷めていることへの

不満が、生徒からのアンケート結果で見られる。 

② 生徒全員に提供していない（選択制） 

・旧清水市が、校外調理方式を導入した時、給食または家庭から持参するお弁当のどちらかを選択

する方針を現在まで続けている。（H27年 5月で喫食率66.8％） 

・全員給食でないため、給食を生きた教材とした食育指導がしにくい。 

(詳細は[参考資料P38]アンケート結果のとおり) 
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２．今後の学校給食について 

（１）給食提供方法の方向性 

【前提】 

  平成 18 年１月、「清水地区学校給食検討委員会」から、「清水地区における学校給食施設整備等

の検討委員会結果について」の提言を受け、同年 11 月に庁議（市の意思決定機関）において、清

水地区の自校方式（小学校）、校外調理方式（中学校）をセンター方式に統一する方針が決定された。 

  庁議による意思決定後、旧清水市小学校２校をセンター方式へ変更するほか、両河内センターを

開設したが、その後は、既存の給食センターの老朽化の対応などを最優先してきたため、およそ10

年が経過した現在においても、全ての小中学校においてセンター化は実現されていない。 

この間、社会情勢の変化に加え、自校方式調理施設の老朽化が進行するほか、市の「アセットマ

ネジメント基本方針（H26 年４月）」が策定されたことなどを踏まえ、センター化の必要性について、

「アセットマネジメント」、「安全性」、「食育」の３つの視点から再度、検討・審議し、次のとおり

意見をまとめた。 

【総括】 

  人口減少や少子化の進行、施設整備コストなど経営効率の観点、食材・調理方法のチェックなど

管理体制の充実、給食を通じた食育指導の徹底など、学校給食に必要な事項を総合的に考察した結

果、清水地区の自校方式、校外調理方式については、センター方式に統一するよう進めていただき

たい。 

  その際、今後、予想される児童・生徒の減少を考慮するほか、既存の給食センターを最大限に有

効活用するなど、市全体の給食提供方法の効率化を図ることで、適正な施設規模とし、建設・運営

コストの抑制に取り組んでいただきたい。 

  また、センター化を検討する際は、ＰＦＩを導入するなど、最適な運営手法についても、併せて

検討いただきたい。 

  安全性については、施設機能が向上しており、衛生面での対応は特段問題ないと考えられるが、

食材や調理方法のチェック体制を強化・充実し、常に安心・安全な給食を提供できるよう、人材育

成に取り組むほか、危機管理意識の向上を図るよう、管理体制の徹底に努めていただきたい。 

  更に、学校給食を通じ、健全な食生活、自己管理能力の形成、健康維持などの面から、栄養バラ

ンス等に配慮した豊富な献立とするよう取り組むとともに、経済が豊かになり飽食の時代となった

今、児童・生徒に食の大切さや給食のしくみ、地産地消の重要性についても伝えていただきたい。 

そして、クラス全員で一緒に食事をすることにより、人とかかわりながら楽しく食事することも

食育の一環であり、欠食・孤食・偏食に対しても、学校給食を生きた教材として活用していただき

たい。 

  今後、センター化を進める際は、これらを踏まえ、学校給食がより一層、充実されるよう取り組

むとともに、現在抱える課題についても、見直し・改善できる事項は、早急に対応するよう努めて

いただきたい。
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（２）各視点（アセットマネジメント・安全性・食育）からの意見 

【アセットマネジメントの視点】 

・清水地区に新規の給食センターを建設する際は、人口減少・少子化の進行などを考慮し、既存の静

岡地区の給食センターを有効活用するなど、市全体の給食提供方法の効率化を図るよう取り組んでい

ただきたい。 

・センター化する際は、ＰＦＩの導入を検討するなど、民間の経営ノウハウを活用し、経営効率を図

るよう取り組んでいただきたい。 

・少子化に伴い、小中学校もいずれ「統廃合」していくことが予想される。給食センターについても、

同様に「統廃合」するとともに、不要な資産を売却するよう進めていただきたい。 

・センター方式のメリットとして、品質の良い食材を大量に一括購入し、材料費のコストを抑制でき

ること、一度に調理することで効率性が図られるとともに、人件費が抑制できることなどがある。こ

れらのメリットを活かし、運営費の抑制に努めていただきたい。 

・コスト面から言えば、資産を持たない校外調理方式が経済的に有利であると考えられるが、民間企

業では、今後、設備投資に多額の費用を要することや、少子化が進んでいくことから、ビジネスベー

スで運営することが難しいと考えられる。このため、集中的に経費を投入できるセンター方式のメリ

ットを活かすことで、経済性・効率性を確保するよう取り組んでいただきたい。 

・今後、少子化に伴い、学校の「統廃合」も検討することになるため、「統廃合」により生じた余剰地

を給食センター用地として活用するなど、効率的な整備方法を検討していただきたい。 

【安全性の視点】 

・センター方式では、栄養士や調理員など人材を集中的に配置できることもメリットとしてあげられ

る。集中管理が可能という利点を活かし、食材や調理方法のチェック機能を充実させることで、安心・

安全な給食を提供していただきたい。 

・安心・安全な給食を提供するためには、施設の設備・機能を充実させることも必要だが、重要なの

は、徹底した管理体制を構築することである。そのためには、人材の育成に努めるとともに、危機管

理意識を向上させることが必要である。 

・食材を大量発注、調達する際は、安全性の高い食材とするよう留意するとともに、地産地消に積極

的に取り組んでいただきたい。 

・安全性を確保するためには、常に衛生的な環境下で調理することが必要である。最新の設備を導入

するだけでなく、清潔な服装や自らの健康状態にも細心の注意を払うことで、安心・安全な給食を提

供していただきたい。 

・既に献立表にエネルギー表示はされているが、今後は、塩分含有量なども表示することで、更に安

全性の高い給食を提供するとともに、アレルギー対策に十分注意していただきたい。
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【食育の視点】 

・現代の子どもは、好きなものを中心に食べる傾向にあるため、将来、生活習慣病になることが懸念

される。小中学生の頃から、学校給食を通じ、健全な食生活を送ることで、自己管理能力を形成する

必要がある。 

・給食を通じて、クラス全員で一緒に食事をすることも食育の一環であり、欠食、孤食、偏食になら

ないよう、食に対する基本的な知識を身につけさせることも重要である。 

・日本は経済が豊かになり、飽食の時代であるため、食べ残しが多いなど贅沢になっているが、現在

も世界には飢餓で苦しんでいる人たちがいる。食の大切さ、日本の食文化がどのようにして支えられ

ているかを教えることも食育として重要である。 

・給食の実態を把握する際、児童・生徒だけでは、感覚的なアンケートになってしまう恐れがある。

専門家や保護者などを含めた実態調査を検討していただきたい。 

・給食を提供する際は、栄養やエネルギーに留意するほか、色彩や組み合わせを考えることも重要で

ある。「ごはん」、「牛乳」、「おかず」など、それぞれ栄養があり必要であるが、バランスのよい給食と

するよう取り組んでいただきたい。 

（３）その他の意見 

・学校給食全体を考えるならば、食の安全性と地域貢献が重要と考える。地震などの災害の場合、他

都市の学校給食施設は、避難所の炊事場として活用している事例もある。給食を提供するだけの施設

ではなく、その役割・機能を他方面でも活用できるよう検討いただきたい。 

・学校給食のあり方を検討する際は、施設建設・運営における環境への影響も考慮する必要がある。

国連では、「持続可能な開発目標」を掲げ、エネルギー消費等についても、焦点を当てているため、ア

セットマネジメントを進める際の一考察として検討いただきたい。 

・静岡市と同規模の政令指定都市では、用地確保の課題から、給食センターの建設を見送っている事

例もある。不足するセンター数にも違いがあるが、静岡市も例外ではない。平成１８年に学校給食施

設の整備方針が決定してから約１０年間が経過していることも含め、課題解決に向け早急に取り組ん

でいただきたい。 

・給食の「おいしい」、「おいしくない」は、味付けの濃淡に左右されることが多いと思われる。味付

けは栄養士がチェックし、栄養管理は行われているが、今後もより子どもたちに喜ばれる給食の提供

に取り組んでいただきたい。 
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※参考資料については、審議会において市当局から提示された資料を添付している。 

（１）アンケート結果 

[小学校]  

センター方式 （102名：２校）        自校方式 （103名：２校）  

問１ 学校給食の味について 

・「おいしい」「どちらかといえばおいしい」を合わせると、センター方式 82％、自校方式 87％で、

ほぼ同じ 

問２ 最もよい点について 

・センター方式、自校方式とも「栄養バランスがよい」「毎日メニューが変わる」が挙げられており、

その率もほぼ同じ。 

問３ 最も改めてほしい点について 

・「特になし」が、センター方式56％、自校方式63％でほぼ同じ。 

・「おかずを温かくしてほしい」が、センター方式19％、自校方式23％で続いている。 

【参考資料】 

（アンケート結果まとめ） 

・おいしさの評価は、自校方式の方がセンター方式より若干高い。 

・校外調理方式では、他の２方式に比べ、おいしさの評価が大きく下回っており、また、おかずを温

かくしてほしいとの要望が顕著である。 
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[中学校] 

センター方式（440名：２校）    自校方式（294名：１校）    校外調理方式（383名：３校） 

                  （実施校は１校のみ） 

問１ 学校給食の味について 

・「おいしい」「どちらかといえばおいしい」を合わせると、センター方式67％、自校方式91％、校

外調理方式 16％である。校外調理方式では、「どちらかといえばおいしくない」「おいしくない」

を合わせると58％となっている。 

問２ 最もよい点について 

・センター方式、自校方式、校外調理方式とも「栄養バランスがよい」「毎日メニューが変わる」が挙

げられているが、方式によって順位や率に違いがある。 

問３ 最も改めてほしい点について 

・「特になし」が、センター方式 55％、自校方式 71％で大きな差はないが、校外調理方式は 13％

しかなく、「おかずを温かくしてほしい」が68％でトップだった。「おかずを温かくしてほしい」は、

センター方式で19％、自校方式で9％となっている。 
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（２）清水地域の学校給食施設整備方針（案）コスト比較表 

◆コスト比較表の見方 

・平成33年度から今後60年間で要するコストを記載。 

・対象範囲 

清水地域の自校方式である小学校 17校及び校外調理方式である中学校 11 校の児童・生徒の分が

対象。 

・建設時（H33年度）の対象人数 

学事課が予想している平成 33 年度の児童生徒数 11,381 人+平成 27 年度の教職員数 898 人＝

12,279人と想定。 

・60年後（H92年度）の対象人数 

国立社会保障・人口問題研究所（＝社人研）が出した平成 22年から平成 52年までの静岡市の 5

歳～14 歳の人口推計を基に、その後 30 年間同じように推移すると仮定して、清水区の 17 小学校

と 11中学校の 60年後の児童生徒数として算出した 3,880 人+平成 27 年度の教職員数 898人＝

4,778人と想定。 

・コスト計算における対象人数 

上記計算により、平成33年度（計算当初）現在12,279人→60年後は4,778人で試算。 

・食数 

平成 27年度の給食提供回数は180回。コスト計算でも60年後も変わらず、1年間に180回の給

食を提供すると想定。 

・「センター方式」とは 

現在の自校方式と校外調理方式での給食提供をやめ、センター方式に統一した場合の試算。 

・「自校方式」とは 

対象範囲の自校方式の小学校 17 校を全て建替え、かつ、対象範囲の校外調理方式の中学校 11 校に

給食室を整備した場合の試算。 

・「校外調理方式」とは 

現在、対象範囲の校外調理方式の中学校 11 校は、同じ状態で継続して給食提供を行い、かつ自校方

式の小学校 17 校全てを校外調理方式に変更した場合の試算。（ただし、現行の内容を継続するため、

土地取得費や施設整備費などは考慮していない）  

・庁舎、事務所、学校等の用に供するＳＲＣ造（鉄骨鉄筋コンクリート造）、ＲＣ造（鉄筋コンクリー

ト造）における建物の耐用年数の代表値として設定されている 60年を採用した。 

・建物の建築から解体までの期間（耐用年数）を 60年で１サイクルとし、その間の建築費、修繕費、

解体費、光熱水費等を含むライフサイクルコストで試算している。 

※（社）日本建築学会編・発行「建築物の耐久計画に関する考え方」を参考としている。 
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（単位：千円、消費税10%込）

センター方式 自校方式 校外調理方式

○清水区内に調理
能力13,000食／日
のセンターを新設
○調理運営は外部
委託

○小学校（17校）の
既存施設を建替え、
中学校（11校）に調
理施設を新設
○調理運営は外部委
託

○現在の委託契約
を継続

≪収入≫

学校施設環境改善交付金（文部科学省）
地方公共団体の学校施設整備に要
する経費の一部を国が補助する

556,458 660,769 0

収入計 556,458 660,769 0

≪支出≫

土地購入 施設の建設用地の取得費用 1,000,000 0 0

設計・工事監理 108,987 208,022 0

建築工事（※特殊基礎無し） 3,346,200 5,993,474 0

厨房機器購入 970,970 1,935,626 0

食器・食缶購入 114,360 62,891 70,285

給食受領室整備
校外で調理する場合に必要となる
給食受領室の整備に要する費用

560,000 0 340,000

既存給食室解体
別棟：全て解体撤去
校舎内：他の用途に改修

101,950 101,950 101,950

支出（initial cost） 6,202,467 8,301,963 512,235

光熱水費（60年間）
電気料金、ガス料金、上下水道料
金

4,658,241 6,907,435 0

施設維持管理委託料（60年間）
施設の清掃、建築設備の保守・点
検等に要する費用（外部委託）

1,074,860 1,565,256 0

調理委託料（60年間）
給食調理に要する費用（外部委
託）

12,411,449 24,448,034 13,096,717

配送委託料（60年間）
給食配送に要する費用（外部委
託）

4,531,214 0 1,319,094

建物修繕費（60年間）・解体費
建物の修繕及び新築から60年後の
解体撤去に要する費用

3,346,200 5,993,474 0

厨房機器修繕費（60年間） 291,291 580,688 0

厨房機器更新（60年間）
厨房機器を15年毎に全て買い替え
る（60年間に３回）

2,912,910 5,806,878 0

食器・食缶更新（60年間）
食器及び食缶を６年毎に全て買い
替える（60年間に９回）

690,599 364,548 436,102

消耗品費（60年間） 消毒薬、洗剤、ポリ袋　等 150,503 77,616 77,616

支出（running cost） 33,300,073 49,639,929 16,371,399

差引合計 38,946,082 57,281,123 16,883,634

差引合計－土地購入 37,946,082 57,281,123 16,883,634

食数 85,655,443

１食当りの市負担額（円／食） 443 669 197

小学校一食単価（円／食） 699 925 453

中学校一食単価（円／食） 740 966 494

清水地域の学校給食施設整備方針（案）コスト比較表

市職員人件費（60年間）
センター所長、栄養士、配膳員等
の人件費

3,232,806 3,896,000 1,441,870
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センター方式 自校方式 校外調理方式

床面積6,000㎡（他都市の事例を参考） 食数に応じて、300食・500食・700食・900食の
４つに分類、床面積は「学校給食施設計画の手引
き」を参考にそれぞれ376㎡・410㎡・517㎡・
624㎡とする

本体建築、附帯施設及び廃水処理施設の整備に要
する費用（配分基礎額）の1/2

本体建築、炊飯施設及び附帯施設の整備に要する費用（配
分基礎額）の1/2（新築）または1/3（改築） －

10,000㎡×100千円（インターネット掲載価格を
参考）

－ －

設計：74,309千円（H26北部Ｃ概算を参考）
監理：設計費用の1/3

設計：4,152～6,888千円／校（H19両河内Ｃを参
考）監理：設計費用の1/3

－

507千円／㎡（H26北部Ｃ概算に物価変動率を考
慮）

424千円／㎡（H20両河内Ｃに物価変動率を考
慮）

－

H26北部Ｃ見積を参考 H27見積 －

食器：3.7千円／人（H25丸子C見積）
食缶：120千円／級（H25丸子C見積）

食器：3.7千円／人（H25丸子C見積）
食缶：16千円／級（H27見積）

食器：1千円／人（H26見積）
食缶：112千円／級（H27見積）

20,000千円×28校 － 20,000千円×17校

別棟：30千円／㎡ × 3,065㎡（15校計）
校舎内：5,000千円 × 2校

別棟：30千円／㎡ × 3,065㎡（15校計）
校舎内：5,000千円 × 2校

別棟：30千円／㎡ × 3,065㎡（15校計）
校舎内：5,000千円 × 2校

電気料（年額）：30,131千円
ガス・水道料（年額）：5.1千円×１日あたりの食数

電気料（年額）：1,509～2,504千円／校
ガス・水道料（年額）：6.7千円×１日あたりの食数 －

16,286千円／年（中吉田Ｃを参考） 724～1,059千円／校・年（両河内Ｃを参考） －

別途積算（5年毎に契約更新） 別途積算（5年毎に契約更新） 139円／食

別途積算（5年毎に契約更新） － 14円／食

初期建築工事費と同額に設定 初期建築工事費と同額に設定 －

１年当り厨房機器購入費の0.5%に設定 １年当り厨房機器購入費の0.5%に設定 －

15年毎に全て更新（60年間で３回）
上記の厨房機器購入費×3

15年毎に全て更新（60年間で３回）
上記の厨房機器購入費×3

－

６年毎に全て更新（60年間で９回）
単価は上記購入費用と同額

６年毎に全て更新（60年間で９回）
単価は上記購入費用と同額

６年毎に全て更新（60年間で９回）
単価は上記購入費用と同額

2,280千円／年（中吉田Ｃを参考） 校外調理委託方式と同額に設定 42千円／校・年（H27予算より）

正規：8,000千円／人・年 × 延べ276人
正規：8,000千円／人 年 × １人 × 60
年

パート：859円／ｈ × 1,193,023ｈ パート：859円／ｈ × 1,119,756ｈ

「１食当りの市負担額」に食材費297円／食を加算

算定方法

正規：8,000千円／人・年 × 延べ487人

国立社会保障・人口問題研究所による静岡市の5～14歳の2010～2040年の人口推計を参考にして60年間の児童生徒数を仮定　　１人当たり180食／年

「１食当りの市負担額」に食材費256円／食を加算

校外調理方式は、現行の契

約を継続することとしてコスト

を算定しており、課題（おかず

が冷たい等）が解決されない

ため、コスト比較の対象に成

り得ない。

43



（３）学校給食提供方法（三方式）の比較 

１効率的な整備・運営（アセットマネジメントの視点） 

センター方式 ◎：コスト低・内容が優れている 

○：    

△：コスト大・内容が劣っている

自校方式

校外調理方式 

内  容

施設

建設 

施設整備 ◎ 〇 － 

◇センター方式は、建設コストの面で効率的に事業実施が可能だ

が、用地取得に費用がかかる。また、配食校に給食受領室を設

ける必要がある。 

◇自校方式では、複数施設を建設するため、建設コストが多額に

なるか、校内に建設するため用地取得は必要ない。 

◆校外調理方式は、計算できない。 

建設に 

要する時間 
◎ 〇 － 

◇センター方式は、大規模な施設建設をするための一定期間が必

要となるが、一度ですべてが改善される。 

◇自校方式は、多くの施設を建設する必要があり、すべての改善

に相当の期間が必要となる。 

建設時の 

給食提供 
◎ 〇 － 

◇センター方式は、センター建設後に切替えればよいので、給食

提供に影響がでない。 

◇自校方式の小学校では、同一敷地に建替えをするため、自校方

式の給食提供が一時的に困難になる可能性がある。 

◆校外調理方式は、計算できない。 

維持

管理 

維持管理 

コスト 

・修繕 

・機器更改 

・管理委託 

◎ 〇 － 

◇施設数が少ない方が、全体的な効率化を図ることができ、中長

期的な維持管理も計画的に実施し易いため、相対的に見て維持

管理コストが少なくて済む。 

◇施設数が少ない方が、維持管理に係る各施設や総括課の事務負

担の軽減も期待できる。 

◆校外調理方式は、計算できない。 

給食

運営 

調理コスト 

配送コスト 
◎ 〇 － 

◇センター方式は、施設数が少ないため、効率的に運営ができ、

光熱水費等のコスト削減も図れるが、配食校を多く抱え、配送

コストがかかる。 

◇自校方式は、配送コストはかからないが、調理委託料や光熱水

費でセンター方式より多額のコストがかかる。 

◆校外調理方式は、現状の方式をもとに計上した。 

人員

配置 
人員コスト ◎ 〇 － 

◇センター方式では、事務や栄養士人員を集約することができ、

効率的な配置ができる。 

◇自校方式では、各施設に栄養士を配属する必要があり、人員コ

ストがかかる。さらに事務処理を総括課職員でする必要も生じ

る。 

◆校外調理方式では、総括課に運営・管理に関わる人員の配置が

必要になる。 
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２ 安全で安定した学校給食の提供（安全性の視点） 

センター方式 ◎：内容が優れている 

○：    

△：内容が劣っている

自校方式

校外調理方式 

内  容

給食 

提供 

ドライ 

システム化 
◎ ◎ △ 

◇センター方式、自校方式とも、新施設では、ドライシステム化

した調理施設になる。 

◆校外調理方式は、ドライシステム化されていない。 

アレルギー

対応 
◎ 〇 △ 

◇センター方式、自校方式とも、新施設では、アレルギー対応室

で実施が可能。 

◇自校方式は、施設規模により調理室内を明確に区分することが

難しい場合がある。 

◇アレルギー対応は、専属の人員が必要となり、施設数が多いほ

ど配置する人員が増える。 

◆校外調理方式は、アレルギー対応はしていない。 

食材 

調達 

食材の選定 ◎ 〇 ○ 

◇センター方式は、複数センターが一同に会し、食材の選定・調

達を効率よく実施することができる。また、複数栄養士による

食材のチェック体制を整えることができる。 

◇自校方式は、施設ごとに献立が異なることから、施設ごとの選

定、調達となり、一人の栄養士で食材のチェックをしなければ

ならないため、負担が大きくなる。 

◆校外調理方式は、事業者が食材を選定、調達している。 

調達の 

柔軟性 
〇 ◎ 〇 

◇自校方式は、施設ごとに調達するため、学校行事や急な食材変

更への対応が柔軟にし易い。 

◇センター方式は、発注数が大量となるため、調達できる食材に

制約が生じる。また、複数の学校で同一献立を使用するため、

柔軟な対応が難しい。 

◆校外調理方式もセンター方式と同様である。 

危機 

管理 

危機管理 

体制 
◎ ○ ○ 

◇センター方式は、所長、事務、栄養士など複数の人員で組織的

な運営管理体制を築ける。

◇自校方式は、現場栄養士のみで管理全般を担う必要がある。

◆校外調理方式は、事業者が管理体制を敷いている。 

事故対応 〇 ◎ 〇 

◇自校方式は、トラブル発生時の影響が１校に留まるが、その他

の方式では複数校に及ぶ。 

◇センター方式、自校方式は、各施設職員により初動対応でき、

迅速な対応がとれる。 

◆校外調理方式は、事業者からの一報を受け、事業者、総括課、

学校の３者で対応することになり、初動対応の迅速性にやや懸

念がある。
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３ 食育の推進（食育の視点） 

センター方式 ◎：内容が優れている 

○：    

△：内容が劣っている

自校方式

校外調理方式 

内  容

食育

推進 

豊富な 

献立の作成 
◎ ◎ 〇 

◇センター方式、自校方式ともに豊富な献立に対応できる。 

◆校外調理方式は、事業者の施設（設備）により制限が生じる可

能性がある。 

適温での 

提供 
◎ ◎ △ 

◇センター方式、自校方式ともに温かいものは温かく、冷たいも

のは冷たい適温での提供ができる。 

◆校外調理方式は、事業者の施設（設備）や提供方法によって制

約が生じる。 

全員給食の

実施 
◎ ◎ △ 

◇センター方式、自校方式ともに全員給食を実施する。 

◆校外調理方式は、現在選択制を導入しているため、実施方法の

検討課題がある。

地産地消 ◎ ◎ 〇 

◇センター方式、自校方式ともに、地元食材（生鮮野菜類、加工

食品等）を積極的に献立に取り入れることができる。 

◆校外調理委託は、食材調達が事業者の裁量に委ねられるので、

地元食材を献立に取り入れることに制約が生じる。

給食活動の

指導 
◎ ◎ △ 

◇センター方式、自校方式ともに食缶で給食提供するので、配膳

片付けなどの協同の精神や社交性を養える。なお、自校方式は

子どもたちにとって、身近さを感じることができる。

◆校外調理方式は、配膳が不要となり食育指導の一部が実施でき

ない。 

食生活・ 

食習慣 
◎ ◎ △ 

◇センター方式、自校方式ともに献立に合わせた食器（汁もの、

ごはん、おかずに合った形の食器）での提供ができ、正しい食

生活、食習慣を身につけることができる。 

◆校外調理方式は、弁当箱での提供となり、食習慣の指導がしに

くい。

環境への 

配慮 
◎ ◎ △ 

◇センター方式、自校方式ともに食べ残しが最後に食缶に集めら

れるため、子どもたち全員が環境へ配慮することの大切さを学

ぶ食育指導に結びついている。 

◆校外調理方式は、子どもたちが個々に蓋を閉めて返却するた

め、残さいが多くなる。 

食に関する

指導 
◎ ◎ △ 

◇センター方式、自校方式ともに、給食管理や調理現場に携わる

栄養士が、子どもたちに学校給食を生きた教材として食育指導

を実施する。 

◆校外調理委託は、弁当箱での提供であることと、全員が給食を

食べていないことから、学校給食を生きた教材とした食育指導

がしにくい方式となっている。 
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2 ７ 静 総 行 第 7 0 5 号 

平 成 2 ７ 年 ５月 ２ ９日 

静岡市行財政改革推進審議会 

会 長  曽 根 正 弘  様 

静岡市長 田 辺 信 宏 

（総務局行政管理課） 

公共建築物施設群別マネジメントの方向性及び学校給食のあり方について（諮問） 

静岡市行財政改革推進審議会条例第２条第１号の規定に基づき、下記のとおり諮問します。 

記 

１ 諮問事項 

（１）公共建築物施設群別マネジメントの方向性について 

（２）学校給食のあり方について 

２ 諮問理由 

静岡市の公共施設のアセットマネジメントに関しては、平成 26 年４月に基本方針を、また、同 

年８月には公共建築物施設群別マネジメント方針を策定し、鋭意取組を進めてきたところです。 

今後、個別施設計画を策定していくに当たり、群ごとにマネジメントの方向性を示す必要がある 

ため、公共建築物施設群別マネジメントの方向性について諮問します。 

また、市内小中学校では学校給食の提供方法が統一されておらず、アセットマネジメント及び 

食を通じた児童・生徒の健全な育成（食育）の観点から、早急な見直しが必要となっているため、 

学校給食のあり方について諮問します。

写
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第６期 静岡市行財政改革推進審議会委員名簿 

[任期 平成 26 年４月 26 日～平成 28 年４月 25 日] 

会 長   曽根 正弘  （株式会社テレビ静岡 取締役相談役） 

職務代理者 足羽 由美子 （足羽会計事務所 所長） 

委 員   青木 孝輔  （公募委員） 

狩野 佐知子 （公募委員） 

      木村 幸男  （メンズ・サポート・しずおか 共同代表） 

      高橋 節郎  （一般財団法人 静岡経済研究所 前常務理事） 

             （～平成 27 年６月 30 日） 

      内野 孝宏  （一般財団法人 静岡経済研究所 主席研究員） 

             （平成 27 年７月１日～） 

      高橋 正人  （静岡大学 人文社会科学部 准教授） 

      竹内 良昭  （行政経験者：元静岡市財務部長） 

土屋 裕子  （静岡商工会議所 シーズネットワーク元代表） 

      的場 啓一  （静岡大学 男女共同参画推進室 特任准教授） 

※委員の所属等は平成 27年 12 月時点のものです。 

公共建築物施設群別マネジメントの方向性及び学校給食のあり方に係る審議経緯 

第９回審議会   平成 27 年５月 29日  市長からの諮問 

                    市長と審議会委員との意見交換 

                    アセットマネジメント・学校給食の現状と課題 

第１回勉強会   平成 27 年７月６日   現地視察及び給食試食 

（市営住宅・桜ヶ丘高校・清水小学校・西島学校給食 

センター等） 

第 10 回審議会   平成 27 年７月 31日  公共建築物施設群別マネジメントの方向性について 

第 11 回審議会   平成 27 年８月 28日  公共建築物施設群別マネジメントの方向性について 

第 12 回審議会   平成 27 年９月 ８日  公共建築物施設群別マネジメントの方向性について 

第 13 回審議会   平成 27 年９月 30日  学校給食のあり方について 

第 14 回審議会   平成 27 年 10 月 28 日  学校給食のあり方について 

第 15 回審議会   平成 27 年 11 月 18 日  答申書(案)の調整・確認 

答申       平成 27 年 12 月 14 日  

市長からの諮問       西島学校給食センター視察       審議会の様子
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公共建築物施設群別マネジメントの方向性 
学校給食のあり方 

答 申 書 

平成２７年１２月 
静岡市行財政改革推進審議会 


